
ビ ル ク リ ー
ニ ン グ
分 野

工業製品製造
業 分 野

建 設 分 野
造船・舶用工業
分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 7,955 17 840 1,799 336 320 3 30 1,282 21 2,251 1,056

ベ ト ナ ム 5,855 11 704 1,553 89 219 0 9 699 2 1,807 762

中 国 687 1 75 168 17 2 0 4 164 0 186 70

イ ン ド ネ シ ア 432 1 42 40 39 18 0 7 169 19 87 10

フ ィ リ ピ ン 341 1 5 14 165 59 0 0 63 0 22 12

ミ ャ ン マ ー 208 2 2 6 2 15 0 3 8 0 105 65

カ ン ボ ジ ア 121 0 0 4 3 1 0 0 108 0 3 2

ネ パ ー ル 110 1 0 5 0 1 1 2 26 0 17 57

タ イ 62 0 10 2 21 0 0 0 17 0 5 7

そ の 他 139 0 2 7 0 5 2 5 28 0 19 71

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野のみ記載している。

国籍・地域 総 数

【第１表】主な国籍・地域別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

農業

１，２８２人（１６．１％）

建設

１，７９９人（２２．６％）

【第１－１図】特定産業分野別割合

飲食料品製造業

２，２５１人（２８．３％）

外食業

１，０５６人（１３．３％）

造船・舶用工業

３３６人（４．２％）

工業製品製造業

８４０人（１０．６％）

フィリピン

３４１人（４．３％）

インドネシア

４３２人（５．４％）

ベトナム

５，８５５人（７３．６％）

【第１－２図】国籍・地域別割合

中国

６８７人（８．６％）

タイ

６２人（０．８％）ネパール

１１０人（１．４％）

カンボジア

１２１人（１．５％）

ミャンマー

２０８人（２．６％）

その他

３９１人（４．９％）

その他

１３９人（１．７％）



ビルクリーニン
グ 分 野

工業製品製造
業 分 野

建 設 分 野
造船・舶用工業
分 野

自 動 車
整 備 分 野

航 空 分 野 宿 泊 分 野 農 業 分 野 漁 業 分 野
飲 食 料 品
製 造 業
分 野

外 食 業
分 野

総 数 7,955 17 840 1,799 336 320 3 30 1,282 21 2,251 1,056

北 海 道 287 0 0 33 0 4 0 2 162 3 76 7

青 森 県 17 0 1 3 0 0 0 0 9 0 4 0

岩 手 県 19 0 3 0 2 1 0 1 5 1 6 0

宮 城 県 52 0 0 9 2 1 0 0 10 0 22 8

秋 田 県 9 0 2 0 0 0 0 0 0 0 7 0

山 形 県 25 0 2 4 0 0 0 0 1 0 18 0

福 島 県 48 0 9 14 0 1 0 2 15 0 4 3

茨 城 県 349 0 37 27 2 8 0 1 153 2 112 7

栃 木 県 141 0 23 25 0 9 0 0 51 0 27 6

群 馬 県 208 0 36 17 0 3 0 0 63 0 87 2

埼 玉 県 707 2 26 307 0 17 0 0 23 0 226 106

千 葉 県 583 3 17 152 0 12 1 1 119 5 183 90

東 京 都 720 6 11 214 0 19 2 4 1 0 139 324

神 奈 川 県 474 2 20 187 14 21 0 0 3 0 136 91

新 潟 県 49 0 5 9 0 10 0 0 9 0 14 2

富 山 県 85 0 16 19 0 20 0 0 0 0 18 12

石 川 県 62 0 26 14 0 6 0 0 0 0 11 5

福 井 県 32 0 6 10 0 1 0 0 3 1 1 10

山 梨 県 61 0 7 17 0 5 0 0 9 0 22 1

長 野 県 116 1 18 8 0 8 0 1 63 0 16 1

岐 阜 県 161 0 49 25 0 8 0 4 27 0 40 8

静 岡 県 221 0 39 34 5 10 0 2 47 1 67 16

愛 知 県 751 1 135 145 3 45 0 0 79 0 238 105

三 重 県 172 0 28 21 29 9 0 0 17 1 63 4

滋 賀 県 54 0 20 7 0 1 0 0 6 0 16 4

京 都 府 187 1 29 48 0 6 0 2 11 0 72 18

大 阪 府 542 0 107 174 5 20 0 4 12 0 118 102

兵 庫 県 297 0 75 46 13 22 0 1 28 0 91 21

奈 良 県 23 0 2 4 0 2 0 0 2 0 9 4

和 歌 山 県 20 0 6 1 0 4 0 0 6 0 2 1

鳥 取 県 19 0 1 4 0 0 0 1 0 4 8 1

島 根 県 7 0 0 2 0 2 0 0 2 0 1 0

岡 山 県 147 0 18 34 27 1 0 0 21 1 44 1

広 島 県 281 1 19 47 90 24 0 0 33 1 52 14

山 口 県 47 0 3 13 13 0 0 1 0 0 16 1

徳 島 県 44 0 1 9 0 1 0 0 30 0 3 0

香 川 県 142 0 2 16 38 0 0 0 18 0 68 0

愛 媛 県 83 0 4 6 42 1 0 0 12 0 17 1

高 知 県 28 0 1 2 0 2 0 0 16 0 5 2

福 岡 県 268 0 13 47 5 11 0 0 34 0 110 48

佐 賀 県 23 0 1 9 3 0 0 0 1 0 6 3

長 崎 県 44 0 3 3 13 0 0 0 15 1 8 1

熊 本 県 130 0 11 14 15 1 0 0 59 0 19 11

大 分 県 59 0 2 10 13 2 0 1 22 0 5 4

宮 崎 県 30 0 0 1 0 0 0 0 27 0 1 1

鹿 児 島 県 96 0 6 6 2 2 0 0 43 0 34 3

沖 縄 県 34 0 0 2 0 0 0 2 15 0 9 6

未 定 ・
不 詳 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　本表の都道府県は在留外国人の住居地の都道府県である。

注３） 特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野のみ記載している。

都道府県 総 数

【第２表】都道府県別　特定産業分野別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)



ビルクリーニ

ン グ 分 野

工業製品製造

業 分 野

17 840

機械金属加工
電気電子機器

組立て
金属表面処理

733 101 6

建 設 分 野 分 野

1,799 -

土木 建築
ライフライン・

設備
業務区分 業務区分

694 973 132 -                     -                     

造船・舶用工業

分 野

336

造船 舶用機械
舶用電気電子

機器

304 32 0

自 動 車 整 備

分 野

航 空

分 野

宿 泊

分 野

320 3 30

空港グランド

ハンドリング
航空機整備

2 1

農 業 分 野 漁 業 分 野

1,282 21

耕種農業全般 畜産農業全般 漁業 養殖業

918 364 15 6

飲食料品製造業

分 野

外 食 業

分 野

2,251 1,056

１ １ 分 野 計

7,955

注１)　本表の数値は速報値である。

注２)　特定技能２号外国人の受入れが可能である特定産業分野・業務区分のみ記載している。

【第３表】特定産業分野・業務区分別　特定技能２号在留外国人数
(令和７年１２月末現在)

（凡例）


